
平成 31 年度  琵琶湖流域下水道湖南中部浄化センター都市ガス供給業務委託仕様書 
 
1 概要 

(1) 対象建物    湖南中部浄化センター 
(2) 需要場所    草津市矢橋町帰帆 2108 番地 
(3) 業種及び用途  官公庁（下水道施設） 

 
2 ガスの概要 

(1) ガスの種類 都市ガス 13A 
(2) 供給熱量 45MJ/m3 
(3) 供給圧力 中圧 B(2 本)及び低圧(2 本) 

 
3 使用条件の概要 

(1) 契約最大使用量:750m3/h 
うち中圧 B 720m3/h,低圧 30m3/h 
(契約最大使用量とは,契約で定める 1年間を通じて 1時間当たりの最大ガス使用量を 
いう。) 

(2) 契約年間使用量:2, 700, 000m3 
(契約年間使用量とは,契約で定める 1 年間の契約月別使用量の合計量をいう。) 

(3) 契約年間引取量:1, 890, 000m3 
(契約年間引取量とは,契約で定める発注者が1年間において引き取らなければならな

いガス使用量をいう。) 
(4) 契約月別使用量は別紙 1 による。 
 
4 供給期間 

平成 31 年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 31 日までとする。(1 年間) 
   (定例検針日に変動がある場合は,開始日および終了日についても,定例検針日に合わ 

せて変動するものとする。) 
 
5 ガス料金の決定 

(1) ガス料金は,原則として原料費料金,託送料金及び諸経費料金により構成するものと

する。 
(2) 原料費料金は,各社が大口ガス供給条件等に基づいて設定した原料費料金算定式によ

り算出するものとする。なお，入札時の原料費料金は，次の平均原料価格を用いて算

出するものする。 
LNG 50,618 円/t：（全日本通関統計：平成 29 年 8～平成 30 年 7 月の平均値) 
LPG 60,322 円/t：（全日本通関統計：平成 29 年 8～平成 30 年 7 月の平均値) 

(3) 託送料金は,一般ガス導管事業者の平成 30 年 2 月 14 日実施の小売託送供給約款(以
下「約款」という。)における標準託送供給料金 V 種及び低圧託送供給加算料金表を

適用する。なお,一般ガス導管事業者の約款が改定され,託送供給料金が変更になった

場合は,改定後の約款に定める託送供給料金によるものとする。 
(4) 諸経費料金は,各社毎に設定できるものとする。なお，石油石炭等租税金は LNGl,860

円/t，LPGl,860 円/t とする。 
 
 



6 ガス料金単価調整 
原料費料金の変動により単価調整を行う場合は,受注者の大口ガス供給条件に基づき調

整できるものとする。また，請求時には調整額の算出資料を提出するものとする。また，

原料費料金が適正であると判断できる根拠資料を求める場合がある。 
 
7 契約最大使用量超過及び契約年間引取量未達 

契約最大使用量を超過した場合及び契約年間引取量に満たない場合は,受注者の大口ガ

ス供給条件に基づき,精算額を請求することができる。 
 
8 ガス料金の算定 

ガス料金は, 1 月(前月の定例検針日の翌日から当月の定例検針日までの期間をいう)の
使用量により算定する。 

 
9 ガス使用量の測定方法 

(1) ガス導管事業者が設置した計量器により,毎月の定例検針日に検針を行うものとする。 
(2) その月における最大使用量は,原則として負荷計測器により測定を行うものとする。 

 
10 ガス供給設備の財産分界点 
敷地境界線とする。ただし,メーターはガス導管事業者所有とする。 

 
11 ガス小売事業者の責務等 

(1) 受注者は,区分バルブ以降の消費機器に関する以下の自主調査を契約期間内に行うこ

と。ただし,前回調査から 4 年を経過しないものについては,調査を省略できるものと

する。現状の調査状況については別紙２および別紙３を参照のこと。 
ア 供給ガスに対する適応性 
イ 漏えい検査 
ウ ガス栓との接続方法 
工 湯沸器の給排気設備 
オ 湯沸器の CO 測定  

(2) 受注者は危険発生防止周知等に係わる保安業務規程を作成し,事業開始までに経済産

業省へ届出を行うこと。 
(3) ガス事業法に基づく，危険発生防止周知等の保安業務を行うこと。  

 
12 緊急時の対応及び保安体制 
災害発生の防止等に関して,ガス導管事業者と連携協力し,保安を確保すること。 

 
13 秘密の保持 

受注者は,業務上知り得た情報及び事項を他に漏らしてはならない。また,供給期間終了

後も同様とする。ただし,事前に承諾を得ている場合はこの限りではない。 
 
14 その他 

本仕様書に規定されていない事項は,受注者が定める約款や供給条件等の規定によるも

のとするが,それらに規定されていない事項については,協議により決定するものとす

る。  
 



別紙１ 
平成 31 年度  契約月別使用量 

(単位:m3) 
月別 月間使用量 最大使用量 

中圧 B 低圧 
4 月 219,900 100  

 
 
 
中圧 B 720 
低圧  30 

5 月 257,900 100 
6 月 234,900 100 
7 月 228,900 100 
8 月 262,900 100 
9 月 238,900 100 
10 月 220,900 100 
11 月 234,900 100 
12 月 196,300 200 
1 月 197,300 200 
2 月 188,300 200 
3 月 217,300 200 
計 2,698,400 1,600 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙２ 
 

供給地点 
供給地点特定番号 供給圧力 

00212200075484107 低圧 
00212200074871304 低圧 
00212500088747501 中圧 B 
00212400078694906 中圧 B 

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙３ 
 

消費機器状況一覧 
 

棟 階 使用場所 使用機器 数量 前回調査日 

管理棟別館 
1 

湯沸室 湯（元） 1 

2015.12.18 

C 1 
熱分解室 ドラフト 2 
GC・MS 室 CB 1 
ICP 室 CB 1 
洗浄室 湯（大） 1 
生物細菌室 空栓 1 

3 事務室 湯（元） 1 
TC 1 

管理棟本館 
1 

機械分析室 空栓 2 
汚泥試験室 空栓 1 
高熱処理室 ドラフト 3 
生物細菌試験室 空栓 2 

理化学試験室 

クリーンベンチ 6 
アンモニア蒸留

装置 4 

空栓 7 
北屋外 湯（大） 1 

事務室湯沸場 湯（元） 1 
TC 1 

湯沸場（西） 湯（元） 1 
空栓 2 

（南）浴室屋外  湯（大） 1 
（西）浴室屋外  湯（大） 1 

2 湯沸場 湯（元） 1 
TC 1 

熱源棟  ガバナー室   

補機棟 2 
熱分解炉 熱分解炉 4 
2 次燃焼室 補助燃料器具 2 

脱水機棟  閉栓中   

脱水機棟 2 3 
湯沸場 湯（元） 1 

TC 1 
屋外ベランダ 湯（大） 1 

焼却炉棟 1  脱臭機 1 
3  熱風機 1 

溶融炉棟 2  流動焼却炉 1 
 


